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 脱炭素社会の達成には，輸送部門や製造部門といったCO2の排出削減が困難な部門への対処が重要とな

る．本研究は，応用一般均衡モデルにおいて，大気回収技術(DAC)によるCO2回収と，そのCO2を用いた炭

素除去および合成燃料の製造を新たに考慮した．そして，排出削減が困難な部門への対処方法としてバイ

オマスを利用した場合とDACを利用した場合の違いを，エネルギー，経済，土地利用の観点から定量化し

た．結果は， DACを利用した場合には，家計の厚生が4.1%悪化する一方，森林面積が2.8%増加し，食料

価格が4.0%低下することが示された．この結果から，バイオマスはDACよりも経済的であるが，その差は

小さく，食料生産や生態系への影響を考慮すると，DACを代替技術として採用することは選択肢の一つと

考えられる． 
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1.  はじめに 
 
 世界の平均気温上昇を2度より十分低く保ち，1.5度未

満に抑制するという，世界共通の長期目標を達成するた

めには，今世紀後半における脱炭素社会の達成が必要と

なる1)．エネルギー供給部門における再生可能エネルギ

ーの利用とエネルギー需要部門における電化を組み合わ

せることで，温室効果ガスの排出を大きく削減すること

が可能である．一方で，輸送部門や製造部門は高いエネ

ルギー密度や高温の熱を必要とすることから，電化によ

る削減が困難である．これらの部門はhard-to-abate (HTA)
部門と呼ばれ，HTA部門への対処は脱炭素社会を達成す

るための大きな課題の一つである． 
バイオマスはHTA部門の対策として，脱炭素社会の達

成に重要な役割を果たすことが期待されている．例えば，

バイオマスを転換することで得られる液体燃料は，主要

な排出源の一つである輸送部門での排出を削減できる．

また，バイオマスを転換する際に排出されるCO2を回収

し，地下に貯留する技術(Bioenergy with Carbon Capture and 
Storage; BECCS)は，大気中のCO2を除去することで排出

削減が困難な部門での削減を代替することができる．し

かし，バイオマスの過度な利用は，農地面積拡大に伴う

生態系への影響や，農作物生産との競合から農産物価格

の高騰，飢餓のリスクの上昇につながることが指摘され

ている2)． 
HTA部門の対策することができる新しい削減技術の一

つとして，大気中からCO2を直接回収する技術である

DAC (Direct Air Capture)も近年注目を集めている．回収し

たCO2は，油田や塩水帯水層に貯留することで大気中の

CO2を除去することができる(Direct Air Carbon Capture and 
storage; DACCS)ほか，水素と反応させることで，使用時

にCO2の排出を伴わない合成燃料の製造(Direct Air Carbon 
Capture and Utilization; DACCU)に利用される．バイオマス

を利用する削減技術と比較して，DACは大規模な土地

利用変化を必要としない一方で，CO2回収のために大量

のエネルギーを必要とするほか，転換効率が低く生産コ

ストが高いため，経済的な損失が大きい3)． 
IPCCの第五次評価報告書以前に行われた排出削減シ

ナリオについての研究のほとんどは，DACを利用した

排出削減策を考慮していない．しかし，近年の脱炭素社

会達成に対する関心の高まりとCO2の回収や利用技術の

発展を背景として，DACを考慮した排出削減シナリオ

を分析した研究は増加しつつある4)．2度や1.5度目標と

いった厳しい気温目標を達成するための排出削減シナリ

オにおいて，DACによる削減効果を分析した先行研究

では，DACを利用した削減策はバイオマスを利用した
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削減策と比較して，食料生産や水資源に対する影響が少

ないという利点を持つことや5)，削減コストを減少6)させ

ることを明らかとしてきた．しかし，先行研究の多くは

エネルギーシステムモデルをベースとした統合評価モデ

ルを用いて行われてきたため5)-7)，GDPや家計消費の損失

といった経済的な指標はほとんど報告されていない．ま

た，統合評価モデルの多くはバイオマスを利用した削減

技術をモデルに組み込んだ後に，DACを利用した削減

技術を新たに考慮した．そのため，HTA部門に対処する

手段として，バイオマスを考慮した場合と，バイオマス

とDACを考慮した場合の排出削減シナリオは比較的多

く分析されてきた．しかし，HTAに対処する手段として

DACのみを考慮することで，バイオマスを用いた場合

とのシナリオの特徴を比較分析した研究は少ない． 
電化やバイオ燃料と比較して，削減費用の面で劣る

DACを利用した削減策は，ほかの削減策が自由に利用

できる場合は限定的な導入にとどまる7)．しかし，DAC
を利用した削減策は，食糧生産や生態系への影響が少な

いという利点を持つため3)，気候変動対策と持続可能性

を同時に考慮した政策を立案するにあたっては，多少の

削減コストの増加を許容し，DACを利用した削減策を

導入することが考えられる．本研究は，世界の平均気温

上昇を1.5度未満に抑制する排出削減策を実施する際に，

HTA部門への対処方法としてバイオマスを利用した場合

(第二世代バイオ燃料，第二世代バイオマス発電，これ

ら転換技術に対するCCSの適用)とDACを利用した場合

(DACCS，合成燃料)の違いを，エネルギー，経済，土地

利用の観点から定量化する．これにより，政策決定者が

脱炭素化政策を立案する際に，持続可能性を考慮するた

めの情報を提供することを目的とする．本研究は，全世

界を対象として，パリ協定で示された1.5度目標にもと

づくCO2排出削減シナリオを，複数部門および財を明示

的に考慮する応用一般均衡モデルであるAsia–Pacific 
Integrated Modeling/Hub (AIM/Hub)モデルを用いて推計する． 
 
 
2.  研究の手法 

 

(1)  手法の概要 

 本研究では，応用一般均衡モデルであるAIM/Hubモデ

ルにおいて，DACによりCO2を回収する技術，回収した

CO2を地下に貯留することでCO2を大気から除去する技

術，回収したCO2を燃料の製造に利用する技術を表現し，

1.5度目標にもとづく排出削減シナリオを推計する．

HTA部門への対策として，バイオマスを利用した対策

(第二世代バイオ燃料と第二世代バイオマス発電および

これら転換技術に対するCCSの適用)を実施する場合と

DACを利用した対策(DACCSとDACCU)を実施する場合

を比較するため，2つの技術制約シナリオを設定する．

モデルは，設定された社会状況や制約条件のもとで，エ

ネルギー需給量，土地利用の変化，生産と消費活動の変

化などを経済の均衡構造をもとに計算する．2つの技術

制約シナリオの計算結果を比較することで，バイオマス

を利用した削減策とDACを利用した削減策の違いをエ

ネルギー，経済，土地利用の観点から評価する． 
 
(2)  AIM/Hubモデル 

 AIM/Hubモデルは，2005年を基準年として1年毎に均

衡解を求める逐次均衡型の応用一般均衡モデルをベース

とした統合評価モデルである8)．モデルは43の産業部門，

政府部門，家計部門および投資部門を持ち，各部門はそ

れぞれの資本ストックを持つ．この資本ストックは，毎

期投資および年間4 %の資本減耗を行う． 
図-1はAIM/Hubモデルにおける部門間での合成燃料と

大気由来のCO2および財・生産要素のフローを示してい

る．DAC部門は，生産要素と天然ガスを投入すること

で，大気由来のCO2を生産する部門として表現している．

貯留部門では，生産要素と大気由来のCO2が投入され，

CO2の貯留サービスが産出される．そして，投入された

大気由来のCO2の量だけ大気中のCO2を除去する部門と

してモデル化されている．産出された貯留サービスは，

最終消費の一つとして政府部門で消費される．貯留部門

は，DACCSが持つ他の排出削減技術に対するバックス

トップ技術としての役割を想定し，炭素価格がDACに
よるCO2の単位回収・貯留量当たりのコストと一致する

まで炭素貯留を行う．合成燃料製造部門は生産要素と系

統電力から生産される水素および大気由来のCO2を投入

し，民生部門，製造部門および輸送部門で利用可能な合

成燃料を生産する． 
 

 
図-1  AIM/Hubモデルでの合成燃料生産フロー 
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表-1 推計を行うシナリオ 

シナリオ名 排出削減シナリオ 利用する削減技術 

Baseline なし - 

1.5C_BIO 1.5度目標 
第二世代バイオ燃料・ 

第二世代バイオ発電 (w/wo CCS) 

1.5C_DAC 1.5度目標 
DACCS・ 

合成燃料 (液体・気体) 

 

(3)  技術データ 

 本節では各種技術のモデル化を行うために使用したデ

ータとモデルにおける設定を報告する．CO2の回収コス

トについては，Carbon Engineering社におけるDACプラン

トの運転実績からKeith et al. (2018)3)が推計したコストをも

とに設定した．合成燃料のコスト設定については，IEA 
(2020)9)をもとに，資本コストを565ドル/kW，運転コスト

を20ドル/kW/年，耐用年数を25年，転換効率を73%，中

間投入財 (大気由来のCO2) の需要量を0.2t/MWhと設定し

た．AIM/Hubモデルにおいて，エネルギー需要部門にお

けるエネルギー財の選択はロジット関数に基づく．合成

燃料の広範な利用を表すため，ロジット関数のパラメー

タは，合成液体燃料については石油製品のパラメータと

等しく，合成気体燃料についてはガス製品のパラメータ

と等しく設定した． 
 
(4)  シナリオ 

 表-1に本研究で推計するシナリオをまとめる．本研究

で設定するシナリオは，世界の平均気温上昇を1.5度未

満に抑制するCO2排出削減シナリオと，排出削減技術の

利用についての設定を組み合わせて作成する．また，

Baselineシナリオとして，現状の気候変動に関連した政

策を継続し，追加の排出削減を行わないシナリオを設定

する．すべてのシナリオにおいて，将来の社会経済状況

を，気候変動関連の研究において広く用いられている共

通社会経済経路 (Shared Socioeconomic Pathways; SSPs)10)から

中庸なシナリオであるSSP2シナリオに基づき設定する．

本研究におけるCO2排出削減シナリオは，Riahi et al. 
(2021)11)から1.5度目標に相当する排出経路として2018年
から2100年までの累積CO2排出量を500Gt-CO2に抑制する

経路をもとに設定した．このシナリオでは，2020年から

排出削減を開始し，2050年においてCO2排出量がほとん

ど0に達する．本研究では，DACを利用した削減策とバ

イオマスを利用した削減策の影響を分析するため，それ

ぞれの技術の利用を制限したシナリオ設定した．

1.5C_BIOシナリオでは，DACCSと液体および気体の合

成燃料を利用しない．1.5C_DACシナリオでは， 第二世

代のバイオ燃料転換技術とバイオマス発電技術を利用し

ない． 
 
 
3.  結果 

 

(1)  二酸化炭素排出量 

1.5度目標を達成する2つのシナリオ (1.5C_BIO，

1.5C_DAC)では，2050年におけるCO2排出量がほとんど0
となることが確認された(図-2)．HTA部門の排出に対処

する方法としてDACを利用する場合には，DACCSが
2050年に10.8Gt-CO2のCO2を大気中から除去し，エネルギ

ー供給，製造，輸送部門における残存排出を相殺した．

HTA部門の排出に対処する方法として，バイオマス関連

の技術を利用した場合には，エネルギー供給とCO2回収

が同時に行われるため，CO2除去への依存度が低くなっ

た．結果として，BECCSにより2050年において8.01Gt-
CO2のCO2が回収され，製造部門と輸送部門における残

存排出を相殺した． 

図-2  CO2排出及び回収量．棒グラフ各部門の排出量を示し，折れ線グラフはすべての部門の排出量の合計を示す． 
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(2)  エネルギー 

 1.5度目標を達成する2つのシナリオでは，再生可能エ

ネルギーが大規模に導入され，電力の消費が増加した

(図-3)．DACを利用する場合，DACの運転に必要なエネ

ルギーと合成燃料の低い変換効率が一次エネルギー供給

を増加させた．また，バイオマスを利用する場合と比べ，

DACを利用する場合にはエネルギー価格が高く，エネ

ルギー消費部門での需要を減少させた．その結果，

DACを利用する場合には，化石燃料を多く消費し，2050
年において年間一次エネルギー供給量を44.4EJ増加させ

た．エネルギー供給源とエネルギー財の消費量に注目す

ると，バイオマスを利用した場合では，2050年にはバイ

オマスによって年間185EJのエネルギーが供給され，バ

イオ液体燃料が34.1EJ消費された．DACを利用する場合

では，DAC設備の稼働のために2050年に年間101EJのエ

ネルギーが消費され，合成燃料は11.2EJ消費された．ま

た，大気中からのCO2の除去量が多いDACを利用するシ

ナリオでは，化石燃料由来の液体および気体燃料の消費

量が多い． 
 

(3)  土地利用 

 1.5度目標を達成する2つのシナリオでは，植林による

CO2除去のため森林面積が増加し，代わりに農畜産物を

生産する土地の面積が減少した(図-4)．バイオマスを利

用してHTA部門に対応する場合には，DACを用いる場

合と比較すると，2050年のエネルギー作物を生産するた

めに，森林面積を2.79%，エネルギー作物を除く耕作地

面積を7.19%減少させた． 

 

図-4  土地利用変化 

 

(4)  経済 

 表-2は，ベースラインと比較した2050年のGDP損失，

等価変分，価格変動の観点から，各シナリオの経済的影

響を示している．DACを利用する場合と比較すると，

バイオマスを利用する場合には，排出削減に伴うGDP損
失が68.6%増加し，食料価格は3.99%上昇した一方で，等

価変分の損失は4.05%減少した． 
 

表-2  2050年での排出削減による経済影響 

 1.5C_BIO 1.5C_DAC 

GDP 損失 6.56 % 3.89 % 

等価変分 9.14 % 9.52 % 

農畜産物の価格変化 28.3 % 23.3 % 

バイオ液体燃料，合成液体燃料価格 
(baselineの石油製品価格比) 

133 % 699 % 

図-3  一次エネルギー供給量および最終エネルギー消費量 
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5.  考察 

  
 1.5C_BIOシナリオと1.5C_DACシナリオを比較すると，

GDPの損失は1.5C_BIOシナリオでより大きく，等価変分

で定量化された家計の厚生の損失は1.5C_DACシナリオ

でより大きい．1.5C_DACシナリオでは，DAC運用のた

めの投資とエネルギー消費がGDPの構成要素とみなされ

るため，GDPの損失は減少した．しかし，これらは最終

消費に関わらないため家計の厚生を増加させない．また，

DACの利用によって，エネルギー財とエネルギー多く

消費する産業で生産される財の価格は上昇したため，家

計の厚生は減少した．1.5C_BIOシナリオでは，CO2の除

去とエネルギー転換が同時に行われ，双方がより経済的

に実行された．その結果，エネルギー財やエネルギー多

消費産業で生産される財の価格上昇は抑制され，厚生が

1.5C_DACシナリオの水準を上回ったと考えられる． 
 
 
6.  おわりに 

 

 本研究は，AIM/HubモデルにおいてDACと合成燃料の

生産を表現し，1.5℃目標を達成する際にバイオマスに

関連した技術を利用するシナリオとDACに関連した技

術を利用するシナリオの2つの気候変動緩和シナリオを

推計した．その結果，バイオマスを利用する場合と比較

して，DACを利用する際には家計の厚生が悪化し，化

石燃料の消費，CO2除去への依存が増加する一方で，森

林面積は増加し，食料価格は低下することが示された．

これらの結果は，バイオマスに関連した技術を利用した

削減策は，エネルギーと経済的な観点からは，DACに
関連した技術よりも効率的であることを示している．し

かし，その差はわずかであるため，食料生産や生態系へ

の影響を考慮すると，DACを代替技術として採用する

ことは，選択肢の一つとして考えられる． 
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